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【緒言】 

日本の公共スポーツ施設の数は１９５６年の１，６３

４箇所から１９９６年の４８，１４１箇所まで増加を

続け、その後は横ばいで推移している。現在日本には

４８，０５５箇所の公共スポーツ施設（平成１７年度

社会教育調査報告書 文部科学省）がある。一方、民

間のスポーツ施設は１９９６年の１９，１４７箇所を

ピークに減少傾向にあり、２００６年には１６，７８

０箇所となっている。今後、公共、民間ともにスポー

ツ施設が増加することは考えにくいのが今のスポーツ

施設の現状である。スポーツ振興基本計画で設置され

た目標であるスポーツ実施率５０％を達成するために、

今後はスポーツ施設数を増加させることよりも、いか

にして一施設あたりの利用者数を増やしていくかとい

うことに主眼を置き、スポーツ政策を実行していくべ

きだと考える。また公共スポーツ施設に対する文部科

学省の施設補助費は年々減少していることから公共ス

ポーツ施設はこれまでの赤字経営からの脱却が求めら

れている。そのために現在の公共スポーツ施設の経営

状況を分析し、どういった支出項目が施設利用者数に

影響を与えているのかを明らかにする必要がある。そ

こで本研究では、全国体育・スポーツ施設関連調査を

もとに、施設利用者数と施設運営に使われた支出項目

について分析することを目的とする。 

【研究方法】 

調査対象：（財）日本体育施設協会会員名簿（平成１６

年度版）に記載の全施設（１５，０６８施設） 

調査方法：平成１７年３月８日～４月２８日に WEB 調

査を実施した。 

調査項目：施設概要、施設構成、運営状況、収支状況 

回収数： ３，３９１施設、回収率： ２２．５％、す

べての必須項目に回答が得られたのは、２，３０１施設

（１５，３％）であった。 

分析方法：施設の種類によって支出の内容や、規模も違

い利用者数も異なるのですべての回答をまとめて分析

すると不確実な結果になる。そのため、調査より得られ

た回答を施設ごとに分類し、分析する。分類方法は、笹

川スポーツ財団「スポーツ白書２０１０」の本目、間野

の分類方法を参考にした。さらに社会体育施設の種類別

構成比から日本の公共スポーツ施設の大部分を占める

施設を分析対象とした。また数値の欠損など十分な回答

が得られず分析に適さない施設は、分析の対象外とした。

主要分析対象：体育館、総合体育館、庭球場、野球・ソ

フトボール場 

分析内容：利用者数と支出に相関がある場合は施設の利

用者数を規定する支出項目を見つけ出すために回帰分

析を行った。分析には「SPSS (ver.13.0 for windows )」

を利用した。  

【結論】 

体育館では、直営型：特定の支出項目は見つけられず、

全面運営委託：人件費、部分運営委託費：管理費・委託費

という結果になった。総合体育館では直営型：特定の支出

項目はみつけられず、全面運営委託型：委託費、部分運営

委託型：管理費という結果になった。庭球場では直営型：

人件費、全面運営委託型：管理費、部分運営委託型：特定

の支出項目はみつけられず、というけっかになった。全体

の傾向として直営型は支出が少なくその分利用者数も小

さくなっている。全面運営委託型は総支出が大きく、利用

者数も連動して多くなっている。部分運営委託型は施設に

よって傾向が異なり、経営の規模が大きい施設もあれば小

さい施設もあった。指定管理者制度などを導入し管理運営

が NPO 法人や外部に委託されている施設では支出と利用

者に強い相関が見られた。一方の直営型の施設には一応の

相関は見られるが、委託されている施設と比べると低い水

準になっている。ここに今後のスポーツ施設運営の問題点

があるように思われる。利用者数が少ないにもかかわらず

管理維持するだけで支出が大きい施設や利用者数は多い

が支出が度を越えて多すぎる施設もある。利用者数を増加

させるためにどのような項目にどれぐらいの支出が最適

なのか、そのバランスをとることが日本のスポーツ施設運

営の課題だといえる。 

 


